
住宅使用料‧収入申告 
住宅使用料について 
住宅使用料の納入方法 
毎月の使用料（家賃）は、指定の金融機関の口座振替により納入していただきます（ゆう
ちょ銀行でも可）。振替日は当月末日（土‧日‧祝日の場合は翌営業日）ですので、前日
までに使用料以上の残高があることを確認してください。なお、月の途中で入居‧退去す
る場合の使用料は日割り計算となります。 

納入期限に支払われなかった場合 
口座振替日に預金残高不足等により納入できなかったときは、ご面倒でも直接川崎市住宅
供給公社窓口までご来社し、納入してください。  
翌月の 15 日までに納められないときは、市条例に基づき督促状を発送します。 

3 か月以上使用料を滞納した場合 
川崎市営住宅条例（第 25 条第 1 項第 3 号）に基づく住宅明渡しの対象者となり、事情に
よっては住宅を退去していただくことになります。退去されない場合、裁判所を通じて建
物の明渡しを求めるなど厳しく対応します。また、滞納使用料等についても裁判所を通じ
て請求することがあるほか、連帯保証人に対しても支払いを請求することになります。 

収入申告について 
住宅使用料（家賃）は、毎年の収入に応じて決定するため、市営住宅入居者は収入につ
いての申告を毎年 7 月頃にしていただくことになります。申告を行わないと、国や市か
ら補助が受けられなくなり、入居されている住宅の一番高い使用料（近傍同種の住宅の
家賃）となりますので、必ず申告をしてください。 

 



使用料の計算方法 

 

 



収入超過者の使用料について 
市営住宅に 3 年以上居住し、収入が入居収入基準を超えた方は、収入に応じた加算額が
加えられます。 
収入超過の有無は、川崎市営住宅使用料決定通知書でお知らせします。 

収入超過者は退去について検討し、退去するように努めてください。 

 
※特認世帯については、下の表「特認世帯」をご覧ください。 

 

「特認世帯」とは、次のいずれかに該当する世帯です。 

高齢者世帯 

申込者が 60 歳以上で同居する方が以下のいずれかに該当する世帯 

18 歳未満の方・60 歳以上の方 

(1 人で市営住宅に入居する方は、申込者が 60 歳以上であること。） 

心身障害者世帯 

次のいずれかに該当する方がいる世帯 

○身体障害者手帳（1 級～4 級）の交付を受けている方 

○精神障害者保健福祉手帳（1 級又は 2 級）の交付を受けている方 

（手帳の交付を受けていなくても、1 級又は 2 級の精神障害を事由とする障害

年金証書を提示できる方を含む。） 

○最重度から中度の知的障害（川崎市の療育手帳 A1～B1）と認定された方 

（手帳の交付を受けていなくても、児童相談所又は障害者更生相談所の総合

判定で最重度から中度［川崎市の場合 A1～B1］と認定された方を含む。） 

義務教育終了前

の子がいる世帯 
同居親族に、義務教育(中学校)終了前の子がいる世帯 



 なお、上記のほかにも「戦傷病者」、「被爆者（厚生労働大臣認定）」、「引揚者（厚
生労働省社会援護局長認定）又は「ハンセン病療養所入所者等」の方がいる世帯も該当す
る場合がありますので、お問い合わせください。 
 
川崎市営住宅の申込資格の特例について 
「福島復興再生特別措置法第 40 条に規定する居住制限者」の方は、申込資格が緩和され
る場合がありますので、お問い合わせください。 

 
高額所得者について 

市営住宅に 5 年以上居住し、高額所得者認定の月収額が高額所得者基準を最近 2 年引
き続き超えた方は、高額所得者として認定されます。 
高額所得者には、高額所得者認定通知書を送付します。 
なお、高額所得者に認定されると退去していただくことになりますので、お早めに退去
の準備をお願いします。 

期限までに退去されない場合は近傍同種の家賃（※1）の 2 倍の金額を請求するととも
に、訴訟を提起します。 

 
※1 近傍同種の家賃とは、市営住宅の建設費の償還や維持管理等に必要な費用から、部

屋ごとに算定した家賃です。 
※2 入居者に配偶者以外の同居者がいる場合は、各同居者の所得金額から最大

1,248,000 円を控除した額を基に算定した月収額で認定します。 


